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Ⅰ ファンドの運用状況

１.

(1)資産内訳 （百万円未満切捨て）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

百万円 % 百万円 % 百万円 %

(2)設定・解約実績 （千口未満切捨て）

千口 千口 千口 千口

(3)基準価額

口当り基準価額

百万円 百万円 百万円 円

２．会計方針の変更

① 会計基準等の改正に伴う変更 有・無

② ①以外の変更 有・無

1

東証

（（③/当中間計算期間末（前計算期末）
発行済口数）×100)

1,880 8,930

100

(100)24,243

解約口数（③）

純資産
（③(①-②))

0平成26年11月中間期 (0.0)

社債券

平成26年11月中間期の運用状況　(平成26年5月21日～平成26年11月20日)

平成27年5月期　中間決算短信 （平成26年5月21日～平成26年11月20日）

(100)

(100)14,202

当中間計算期間末
発行済口数
（①+②-③）

24,243

14,202 (100)

現金・預金・その他の資産
（負債控除後）

主要投資資産 合計（純資産）

0平成26年5月期

前計算期間末
発行済口数（①）

設定口数（②）

平成26年11月中間期 4,140

総資産
（①）

負債
（②）

6,670

25,854 1,611 271,480

343,050307

24,243

(0.0)

14,509

平成26年11月中間期

平成26年5月期 14,202
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Ⅱ 中間財務諸表等

ＮＥＸＴ ＦＵＮＤＳ 日経平均インバース・インデックス連動型上場投信

（１）【中間貸借対照表】
（単位：円）

第 2期

(平成 26年 5月 20 日現在)

第 3期中間計算期間末

(平成 26 年 11 月 20 日現在)

資産の部

流動資産

コール・ローン 3,115,103,533 5,118,227,007

派生商品評価勘定 721,552,143 8,050,320

現先取引勘定 10,666,265,500 18,132,548,600

未収入金 6,662,274 -

未収利息 5,857 9,096

差入委託証拠金 - 2,595,866,000

流動資産合計 14,509,589,307 25,854,701,023

資産合計 14,509,589,307 25,854,701,023

負債の部

流動負債

派生商品評価勘定 398,073 1,530,411,539

前受金 240,990,000 -

未払受託者報酬 3,865,851 4,763,449

未払委託者報酬 57,987,675 71,451,690

その他未払費用 4,064,211 4,948,207

流動負債合計 307,305,810 1,611,574,885

負債合計 307,305,810 1,611,574,885

純資産の部

元本等

元本 24,500,520,000 52,847,740,000

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） △10,298,236,503 △28,604,613,862

元本等合計 14,202,283,497 24,243,126,138

純資産合計 14,202,283,497 24,243,126,138

負債純資産合計 14,509,589,307 25,854,701,023

（２）【中間損益及び剰余金計算書】

（単位：円）

第 2 期中間計算期間

自 平成 25 年 5月 21 日

至 平成 25 年 11 月 20日

第 3期中間計算期間

自 平成 26 年 5月 21 日

至 平成 26 年 11 月 20日

営業収益

受取利息 2,894,941 3,509,996

派生商品取引等損益 △410,847,632 △3,430,528,415

営業収益合計 △407,952,691 △3,427,018,419

営業費用

受託者報酬 2,505,380 4,763,449

委託者報酬 37,580,591 71,451,690

その他費用 2,870,721 5,108,401
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営業費用合計 42,956,692 81,323,540

営業利益又は営業損失（△） △450,909,383 △3,508,341,959

経常利益又は経常損失（△） △450,909,383 △3,508,341,959

中間純利益又は中間純損失（△） △450,909,383 △3,508,341,959

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解

約に伴う中間純損失金額の分配額（△）
- -

期首剰余金又は期首欠損金（△） △4,422,044,351 △10,298,236,503

剰余金増加額又は欠損金減少額 1,244,538,000 5,218,227,400

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減

少額
1,244,538,000 5,218,227,400

剰余金減少額又は欠損金増加額 6,893,418,800 20,016,262,800

中間追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増

加額
6,893,418,800 20,016,262,800

分配金 - -

中間剰余金又は中間欠損金（△） △10,521,834,534 △28,604,613,862

（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１.運用資産の評価基準及び評価方法 先物取引

取引所の発表する計算日の清算値段を用いております。

２.費用・収益の計上基準 派生商品取引等損益

約定日基準で計上しております。

３.金融商品の時価等に関する事項の補

足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条

件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なること

もあります。

また、デリバティブ取引に関する契約額等は、あくまでもデリバティブ取引におけ

る名目的な契約額または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取

引の市場リスクの大きさを示すものではありません。

４.その他 現先取引

現先取引の会計処理については、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準委員

会 平成 20 年 3 月 10 日）の規定によっております。

計算期間

当ファンドの中間計算期間は、平成 26 年 5 月 21 日から平成 26 年 11 月 20 日まで

となっております。

（中間貸借対照表に関する注記）

第 2期

平成 26年 5月 20 日現在

第 3期中間計算期間末

平成 26 年 11 月 20日現在

１. 計算期間の末日における受益権の総数 １. 中間計算期間の末日における受益権の総数

4,140,000 口 8,930,000 口

２. 投資信託財産計算規則第 55条の 6第 1項第 10 号に規

定する額

２. 投資信託財産計算規則第 55条の 6第 1項第 10 号に規

定する額

元本の欠損 10,298,236,503円 元本の欠損 28,604,613,862円

３. 計算期間の末日における 1単位当たりの純資産の額 ３. 中間計算期間の末日における 1単位当たりの純資産の

額

1口当たり純資産額 3,430.50 円 1 口当たり純資産額 2,714.80 円

(100 口当たり純資産額) (343,050 円) (100 口当たり純資産額) (271,480 円)

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

第 2期

平成 26年 5月 20 日現在

第 3期中間計算期間末

平成 26 年 11 月 20日現在

１．貸借対照表計上額、時価及び差額 １．中間貸借対照表計上額、時価及び差額

貸借対照表上の金融商品は原則としてすべて時価で評価し

ているため、貸借対照表計上額と時価との差額はありませ

中間貸借対照表上の金融商品は原則としてすべて時価で評

価しているため、中間貸借対照表計上額と時価との差額は
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ん。 ありません。

２．時価の算定方法 ２．時価の算定方法

派生商品評価勘定

デリバティブ取引については、（その他の注記）の ２

デリバティブ取引関係に記載しております。

コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務

これらの科目は短期間で決済されるため、帳簿価額は時

価と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。

派生商品評価勘定

デリバティブ取引については、（その他の注記）の ２

デリバティブ取引関係に記載しております。

コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務

これらの科目は短期間で決済されるため、帳簿価額は時

価と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。

（その他の注記）

１ 元本の移動

第 2期

自 平成 25 年 5月 21 日

至 平成 26 年 5月 20 日

第 3期中間計算期間

自 平成26 年 5月 21 日

至 平成 26年 11 月 20日

期首元本額 10,534,040,000円期首元本額 24,500,520,000円

期中追加設定元本額 26,275,920,000円期中追加設定元本額 39,473,060,000円

期中一部解約元本額 12,309,440,000円期中一部解約元本額 11,125,840,000円

２ デリバティブ取引関係

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

種類

第 2期(平成 26年 5月 20日現在) 第 3期中間計算期間末(平成 26 年 11 月 20日現在)

契約額等（円）

時価（円） 評価損益（円）

契約額等（円）

時価（円） 評価損益（円）うち 1 年

超

うち 1 年

超

市場取引

株価指数先物取引

売建 14,908,064,000 － 14,186,540,000 721,154,070 22,726,284,000 － 24,248,000,000 △1,522,361,219

合計 14,908,064,000 － 14,186,540,000 721,154,070 22,726,284,000 － 24,248,000,000 △1,522,361,219

（注）時価の算定方法

１先物取引

国内先物取引について

先物の評価においては、取引所の発表する計算日の清算値段を用いております。

※上記取引でヘッジ会計が適用されているものはございません。


